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要旨 
公の施設の指定管理者制度が実施されて 10 年以上が経過した現在、三重県における公
の施設（レクリエーション・スポーツ施設）の指定管理者制度がどのように運用されてい
るのかを調査した。 
三重県における住民登録が 10 万人以上の鈴鹿市、津市、四日市市、松阪市、桑名市、伊
勢市の６市について調査した結果、大規模レクリエーション・スポーツ施設に施設管理者
制度を導入していない市は、松阪市・伊勢市であった。また、民間企業が指定管理をして
いる施設は少なく、特定非営利活動法人の割合が高かった。スポーツビジネスの分野から
考察すると今後の課題と考えられる。 
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１．緒言 
指定管理者制度は、住民の福祉を増進する目的をもってその利用に供するための施設で
ある「公の施設」について、民間事業者等が有するノウハウを活用することにより、住民
サービスの質の向上を図っていくことで、施設の設置の目的を効果的に達成することを目
指し、2003 年 9 月より運用が開始された。その制度は、導入以降、公の施設の管理におい
て、多様化する住民ニーズへの効果的、効率的な対応に寄与してきたと考えらえるが、2010
年 12 月 28 日総務省自治行政局長は、都道府県知事及び市長、県議会議長、知議会議長あ
てに「指定管理制度の運用について」という文書を出し、地方公共団体において様々な取
組がなされる中での留意事項を８つの項目にまとめ、助言している。その内容は、以下の
とおりである。 
①指定管理制度については、公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要があると
認めるときに活用できる制度であり、個々の施設に対し、指定管理制度を導入するかし
ないかを含め、幅広く地方公共団体の自主性に委ねる制度となっていること。 
②指定管理制度は、公共サービスの水準の確保という要請を果たす最も適切なサービスの
                                                   
1 国際人間科学部国際学科 スポーツ経営学  
 
273
鈴鹿大学・鈴鹿大学短期大学部紀要 
人文科学・社会科学編 第 1号 2018 
田中 利佳 ，三重県における指定管理者制度の現状と課題 
提供者を、議会の議決を経て指定する者であり、単なる価格競争による入札とは異なる
ものであること。 
③指定管理者による管理が適切に行われているかどうかを定期的に見直す機会を設けるた
め、指定管理者の指定は期間を定めて行うものとすることとされている。この期間につ
いては、法令上具体の定めはないものであり、公の施設の適切かつ安定的な運営の要請
も勘案し、各地方公共団体において、施設の設置目的や実情等を踏まえて指定期間を定
めること。 
④指定管理者の指定の申請にあたっては、住民サービスを効果的、効率的に提供するため、
サービスの提供者を民間事業者から幅広く求めることに意義があり、複数の申請者に事
業計画書を提出させることが望ましい。一方で、利用者や住民からの評価等を踏まえ同
一事業者を再び指定している例もあり、各地方公共団体において施設の態様等に応じて
適切に選定を行うこと。 
⑤指定管理者制度を活用した場合でも、住民の安全確保に十分に配慮するとともに、指定
管理者との協定等には、施設の種別に応じた必要な体制に関する事項、リスク分担に関
する事項、損害賠償責任保険等の加入に関する事項等の具体的事項をあらかじめ盛り込
むことが望ましいこと 
⑥指定管理者が労働法令を遵守することは当然であり、指定管理者の選定にあたっても、
指定管理者において労働法令の順守や雇用、労働条件への適切な配慮がなされるよう、
留意すること 
⑦指定管理者の選定の際に情報管理体制のチェックを行うこと等により、個人情報が適切
に保護されるよう配慮すること。 
⑧指定期間が複数年度にわたり、かつ、地方公共団体から指定管理者に対して委託料を支
出することが確実に見込まれる場合には、債務負担行為を設定すること。１） 
これらは、地方行政が指定管理者制度を運用することにより報告のあった問題点を総務
省がまとめたものと考えることもできるだろう。 
三重県における市町の「公の施設の指定管理制度」は、どのように運用されているか、
住民登録 10 万人以上の津市、桑名市、四日市市、松阪市、伊勢市と鈴鹿市を比較し、調査
する。 
調査方法は、市民の健康維持増進を目的とした「レクリエーション・スポーツ施設」に
絞り、2017 年 9 月現在の各市のホームページで公開されている情報をもとに指定管理者
制度の運用について実態を調査する。 
本研究は、各市における①指定管理者制度を導入する基準、②指定管理者として 2017 年
現在、指名されている団体の種別（公的団体、特定非営利活動法人、民間事業者）③モニ
タリングといわれるチェック体制について調査し、市民の健康維持・増進のための「公の
施設の指定管理者制度」の現状と課題を考察する。  
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２．公の施設の指定管理者制度の変遷とビジョン 
2.1．「公の施設の指定管理者制度」の変遷 
本来、自治体自身が管理するものとされていた公共施設は、管理体制を次のとおり変更
してきた。 
（１）1947 年地方自治法により「行政が公の目的のために供する施設」を「営造物」と規
定し、その管理は自治体が行い、委任できないものとした。 
（２）1963 年の改正により、「住民の福祉を増進する目的をもってその利用に供するため
の施設」を「公の施設」と規定するとともに、委託先を「公共団体」（土地改良区など）
および「公共的団体」（商工会、農協、生協、町内会など）に制限しつつも「管理委託制
度」を導入した。 
（３）1991 年の改正により、委託先に自治体が資本金二分の一以上を出資する法人を加え
た。このことにより、自治体全額出資の財団法人や 50％以上出資の第三セクターなどい
わゆる外郭団体も公の施設の管理業務を受託できることとなった。 
（４）2003 年地方自治法第 244 条の２の一部改正が行われたことにより、管理主体の制
限を一切撤廃することとなった。したがって、民間の事業者を含め、自治体が「指定」
する法人やその他の団体に管理を代行させる「指定管理者制度」が導入された。２） 
 
2.2．総務省による制度・政策改革ビジョン 
総務省は、規制緩和による地方行政サービスの民間委託により、①住民の多様なニーズ
に応えサービスを向上させること、②地方行政のコスト削減をはかること、③地方組織の
効率化を実現すること、④新たな雇用の創出等の地域経済の活性化を推進することを目指
した。 
そうした流れを受け、公の施設の管理は、民間の事業者も含め、自治体が「指定」する
法人、その他の団体（個人を除く）に管理を代行させる「指定管理者制度」を導入するこ
ととなった。しかも指定管理者は、これまでの委託管理とは異なる住民の施設利用の許可
権を持つこととなった。そのため、指定管理者の候補者は、条例に基づき議会の議決を要
するとしている。これは、民間の業者が住民の権利利益にかかわる行政処分の権利を行使
できることになり、これまでにない試みである。 
 この制度は、「行政のスリム化」、「民間でできることは民間で」を合言葉とする規制緩和・
構造改革の一環に他ならず、各自治体は、公の施設の「廃止」、「直営化」、「指定管理者制
度への移行」のいずれかの選択に迫られた。 
 主な「公の施設」とは、レクリエーション・スポーツ施設（体育館・グラウンド・テニ
スコート・野球場・サッカー場・プール・多目的広場や公園など）、教育文化施設（博物館・
図書館、美術館、文化会館、公民館など）、社会福祉施設（老人福祉施設、児童福祉施設、
保育園など）、公共企業（公立病院、上水道、下水道、工業用水道、バス路線など）、その
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他（公園、道路、河川、学校、公営住宅、墓地など）があげられる。３） 
 公の施設の指定管理の中でも特にレクリエーション・スポーツ施設は、既に民間の事業
者がノウハウを持つ施設であり、市民の利用率も安定的に高く、「健康」への意識が高まる
今日において、民間の事業者参入が多数見込まれる。また、競争が生まれることで地域の
経済活性化につながると考えられる。 
 
2.3．指定管理者制度のデメリット 
 指定管理者制度のデメリットは、指定された法人のモラルにつきる。反社会的な法人が
誤って指定を受けてしまった場合、施設の公共性が損なわれる。また、大きな利権が絡む
ことになると、指定する側との癒着も懸念される。改革当初は、議員が経営する社会福祉
法人が市の老人福祉施設の指定管理者になった例や、議員が代表を務める地域体育協会が
スポーツ施設の管理者になった事例もある。このような事態を受け、自治体は指定管理者
制度の導入にあたり、公正・透明な選定手続きを定めた条例を制定する必要が生じた。 
 
３．結果 
3.1. 鈴鹿市・津市・桑名市・四日市市、松阪市、伊勢市の「レクリエーション・スポーツ
施設」の指定管理に関する運用状況 
（１）鈴鹿市の特徴 
指定管理者制度を導入するにあたり、原則公募を行うとともに、選定過程や手続の透明
性・公正性を高めていくために、外部の有識者等の参画による選定委員会を設置し、選定
を行うこととしている。指定管理者制度への移行の検討や実施は、公の施設を所管する所
属が主体となって行い、全体的な調整や統一的な考え方の整理、特に協議が必要な事項は
行政経営会議で検討する。 
公募をしない適切な理由がある場合は、その理由を選定委員会に報告し意見を聴くこと
となっており、選定委員会は、応募者が提出する事業計画書等に基づき指定管理者を選定
し、その結果を市長に報告する。 
指定期間は、5 年を標準とするが、施設の設置目的や実情等を勘案し、適切な指定期間
を設定するものとする。４） 
（２）桑名市の特徴 
基本的な考え方として、公の施設について市が検証を行い、地域経済の活性化や NPO・
地域住民との協働推進の有効な手段として位置づけ、積極的にして管理者制度導入を推進
するものとしている。 
指定管理者の選定の方法は、①個別法制度上、民間事業者等に委ねることについて制約
がない、②利用の平等性、公平性について、行政でなければ確保できない明確な理由がな
い、③税負担ではなく、使用料・利用料金により運営を行う収益的施設である、④同様・
276
鈴鹿大学・鈴鹿大学短期大学部紀要 
人文科学・社会科学編 第 1号 2018 
田中 利佳 ，三重県における指定管理者制度の現状と課題 
類似サービスを提供する民間事業者等が存在する、⑤民間事業者等に任すことで経費削減
が図れる可能性がある、⑥民間事業者に任すことで、利用ニーズに合ったサービス内容の
充実や民間事業者のノウハウの活用が期待できることを判断基準としている。 
市の直営とする施設は、①法令の規定により市の直営とする施設、②高い公共性や中立
性を確保するため、市の職制とする施設、③施設が提供するサービスの専門性・特殊性ま
た、市の直営とすることが適当である施設、④直営のほうが経済性や効率性で優れる施設、
また、民間事業者の参入が見込めないため、市の直営とすることが適当である施設として
いる。 
選定委員会は、学識経験者、指定施設について専門的知識を有する者、市職員、その他
市長が必要と認めるもので構成された 10 名以内の委員が市長より委嘱され、選定委員会
は、応募者が提出する事業計画書等に基づき指定管理者を選定し、その結果を市長に報告
する。 
指定期間は、3 年～5 年を標準とする。ただし、施設の性格や目的、業務の規模、設備・
理離島のリース期間、管理運営の効率性や安定性を勘案し、上記によらず適切な指定期間
を設定するものとしている。５） 
（３）四日市市の特徴 
指定管理者を広く公募する施設は、民間事業者等が既に事業展開している分野で、民間
のノウハウ等の導入により市民のニーズの効率的かつ効果的な実現が期待できる施設とし
ている。施設の性格、設置の目的、適用関係法令等に照らし、管理を代行する者の資格や
能力等特別の条件を付ける施設、または管理を代行する者を特定する施設もある。 
指定管理者選定の方法は、原則として公募のうえ選定する。ただし、公募をしない適切
な理由がある場合は、その理由を選定委員会に報告し、意見を聴かなければならないとし
ている。 
指定管理者の選定にあたっては、円滑で公正な選定を行うために施設の目的や性格等に
よる 4 つの指定管理者選定委員会を設置し選定審査を行うとしている。 
各委員会の選定基準等の調整を図るために、委員長で構成する選定委員会委員長連絡協
議会を設置することとなっている。 
各指定管理者選定委員会は、5 人の委員をもって組織し、施設の目的や性格等から特別
に専門的知見等を要する場合は、当該委員会に臨時委員を加えて審議するものとしている。 
指定期間は、新規実施施設の指定期間は「基本は 3 年間」とし、継続する施設の指定期
間は、「基本は 5 年間」となっている。６） 
（４）津市の特徴 
全ての公の施設については、その設置目的、利用実態等を検証し、それを踏まえて廃止、
民営化、民間譲渡等も含めその在り方について検討し、 その上で、公の施設としての存続
が必要なものについて、直営又は指定管理者制度による管理・運営のどちらの形態が、よ
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り効果的かつ効率的に施設の設置目的を達成できるかについて検討している。その結果、
指定管理者制度の導入により、市民サービスの質の向上や 経費の縮減など、効果的かつ効
率的な施設運営が期待できると判断される場合に指定管理者制度を導入するとなっている。 
指定管理者の選定に際しては、選定過程や手続の透明性・公正性を高めていくために、
外部の有識者等の参画による選定委員会を設置し、選定を行うとしている。移行の検討や
実施は、当該公の施設を所管する所属が主体となって行い、全体的な調整や統一的な考え
方の整理、特に協議が必要な事項は行政経営会議で検討する。 
指定管理者の選定の方法は、指定管理者制度導入に係る検討の視点 現在の管理・運営方
法が直営による公の施設の施設所管部局は、以下の視点を総合的に勘案して、指定管理者
制度の導入について検討するとしている。 
①市民及び利用者サービスの質の向上 開館日、開館時間の拡大、業務の迅速性等サービス
内容の充実や専門性、技術力などの事業者のノウハウの活用による市民や利用者に対す
るサービスの質の向上が期待できること。 
②効率性の向上 効率的な管理・運営による経費の縮減が期待できること。 
③利用の公平性・平等性の確保 社会的弱者への配慮や個人情報の保護も含め、利用の公平
性や平等性が確保できること。 
④市民協働の推進 市民等の参加により地域の力を発揮し、地域ニーズに対応したサービ
ス提供と市民協働の推進が図られ、より一層施設の設置目的を効果的に達成できること。 
⑤サービス提供主体の存在、民間事業者が既に事業を実施している施設であるなど、同様
のサービスを提供できる事業者が存在すること。 
指定管理者制度を導入しようとする公の施設の施設所管部局は、 「津市指定管理者選定
委員会設置等に関する要綱」に基づき、選定委員会を設置する。また、公募によらず候補
者を選定する場合においても選定委員会を設置する。なお、選定委員会設置後、当該選定
委員会の委員が指定管理者の指定を受けようとする団体と利害関係にあると認められる場
合には、当該委員は該当する案件の選定から除斥することとしている。 
指定期間は、指定管理者制度導入時は、３年から５年までの期間とし、２回目以降は、
５年以上の指定期間としている。７） 
（５）松阪市の特徴 
基本的な考え方は、民間能力の活用により、多様化する住民ニーズにより効果的・効率
的に対応し、住民満足度の向上と、管理運営コストの削減を図ることを目的とし、指定管
理者制度を導入している。 
指定管理者の選定の方法は、市長等は、指定管理者として申請があったときは、次に掲
げる基準を総合的に審査し、最も適当と認める団体を指定管理者の候補者として選定する
ものとしている。 
①利用者の平等な利用の確保及びサービスの向上が図られるものであること。 
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②公の施設の効用を最大限に発揮するものであること。 
③公の施設の適切な維持及び管理並びに管理に係る経費の縮減が図られるものであること。 
④公の施設の管理を安定して行う人員、資産その他の経営の規模及び能力を有しており、
又は確保できる見込みがあること。 
⑤その他市長等が別に定める事項 （公募によらない指定管理者の候補者の選定） 
市長等は、公の施設の性格、規模、機能等を考慮し、設置目的を効果的かつ効率的に達
成することができると認めるときは、規定による公募によらず、市が出資している法人又
は公共団体若しくは公共的団体を指定管理者の候補者として選定することができるとして
いる。 
公正かつ適正に審査及び選定するため、指定管理者に公の施設の管理を行わせようとす
る施設ごとに松阪市指定管理者審査選定委員会を設置するとしており、市長が委嘱する学
識経験者２人をもってこれを充てる。そのほか、市長は、指定管理者に公の施設の管理を
行わせようとする施設ごとに、①当該公の施設の管理運営に関し専門的知識を有する者、
②当該公の施設の利用者、③その他市長が特に必要と認める者のうちから３人以内で委員
を委嘱又は任命する。 
指定期間は、5 年を標準とするが、施設の設置目的や実情等を勘案し、適切な指定期間
を設定するものとする。８） 
（６）伊勢市の特徴 
公の施設の管理については、積極的に指定管理者制度を導入していくこととしている。
このことから、次の視点に立って、指定管理者制度の適正かつ積極的な活用を図るものと
する。なお、指定管理者の選定過程等について、説明責任が果たせるよう各課における事
務処理等の透明性・公平性の確保に十分留意することとなっており、指定管理者の選定の
方法は、次の項目に該当する数が多い施設ほど指定管理者制度導入の妥当性が高いとなっ
ている。該当する項目がない場合は、直営の妥当性を再度点検することとしている。 
①指定管理者に委ねることにより、利用ニーズにあった開館日、開館時間の拡大などサー
ビス内容の充実や民間事業者等のノウハウの活用が期待できる。 
②指定管理者に委ねることでコスト削減が図られる可能性がある。 
③同種・類似サービスを提供する民間事業者等が存在する。 
④施設が提供するサービスの専門性、特殊性、施設の規模等を勘案して、民間事業者等の
運営が可能である。 
⑤利用に伴う平等性、公平性等（守秘義務の確保等を含む）について、直営でなければ確
保できない明確な理由がない。 
⑥指定管理者に委ねても、従来どおりの施策が実施できる。 
⑦利用料金制を導入できる収益的施設である。 
⑧指定管理者として受託しやすい施設である。 
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適切な選定を行うため、原則として施設所管課に選定委員会を設置することとなってお
り、選定委員会は、施設ごとに設置する。選定委員会の委員は、審査の客観性・公平性が
確保されるよう、外部からの有識者（原則 5 人以内）により構成するものとしている。ま
た、必要な場合は、該当する公の施設を所管する部長（郡管理の場合は関連部長）その他
関係部長等を選定委員とすることができるとしている。 
指定期間は、原則として 5 年以内とし、管理業務の内容を考慮して期間を設定するもの
とする。ただし、建物施設の維持管理業務が主たる業務の施設については、原則 3 年以内
とするとなっている。９） 
（７）モニタリングの実施状況 
 公の施設の指定管理者を指名された団体について、事前に提出された計画通りに運営が
実施されているかを、市役所の担当部署がモニタリングを実施している。 
モニタリングは各市とも実施しているが、そのチェック体制は各々の市が独自に基準を持
っている。また、公表する内容についても様々であり、会計報告書が公表の中にあるかど
うかをまとめたものは、他の特徴とともに、表１のとおりまとめた。 
 
表１ 指定管理者制度運用の比較（各市の HP をもとに筆者作成 2017.9） 
 運用の考え方 選定方法 選定委員会 指定期間 モニタリング 
鈴
鹿
市 
施設を所管する所属が
主体で決定する。原則公
募（公募しない場合も委
員会で検討）。 
選定委員会で候補者
の書類審査及びプレ
ゼンにより選出 
(10 名)外部有識者、市
長任命 
標準 5 年 2016 年度分レ
ポート公開 
（ 会 計 報 告 を
含む） 
桑
名
市 
施設の検証後、積極的に
推進。原則公募（ルール
に沿って決定） 
公開している６項目
について総合的に判
断 
（10 名以内）学識経験
者、施設の専門的知識
所有者、市職員、その
他市長の任命 
基本 5 年 
 
2015 年度分レ
ポート公開 
(会計報告を含
まず) 
 
四
日
市
市 
 
民間事業者が既に事業
展開をしている分野で
積極的推進 
原則公募（理由があ
る場合は条件を付け
る、もしくは代行す
る者を指定すること
がある） 
施設の目的や性格等に
よる 4 つの委員会（各
５名）を設置 
 
基 本 ５ 年
（新規実施
施設３年） 
 
2016 年度分 
レポート公開 
(会計報告を含
む) 
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津
市 
設置目的、利用実態の検
証後、民営化、民間譲渡
も検討し、直営、指定管
理を検討。 
公 開 し て い る 視 点
（利用者の意見及び
コストなど）を総合
的に判断 
要綱に基づき選定委員
会を設置 
 
 
 
導入時３～
５年 
２回目以降
５年以上 
2015 年度分総
合評価公開 
（ 施 設 一 覧 表
で 会 計 報 告 等
詳細不明） 
松
阪
市 
住民満足度と管理運営
コストの削減を目的と
して導入する 
市 長 等 が 認 め る と
き、公募によらず市
が出資している法人
や公共的団体を指定
管理者の候補とでき
る 
管理運営の専門知識を
有する者、利用者、市
長が必要と認めるもの
で委員会設置 
標 準 ５ 年
（それぞれ
で協議） 
2016 年度分レ
ポート公開 
（ 嬉 野 体 育 館
会計報告含む） 
伊
勢
市 
項目により検討後、指定
管理者制度を導入。該当
項目がない、もしくは少
ない場合は直営を検討。 
公開されている８項
目のうち、該当項目
の多い施設に対し指
定管理者制度を導入
する 
施設ごとに選定委員会
（５名以内）を設置す
る。必要な場合は関係
部長等を選定委員とす
ることができる 
標準５年 2015 年度分評
価公開 
（ 運 動 施 設 は
含 ま れ て お ら
ず） 
 
3.2.レクリエーション・スポーツ施設指定管理者とその特徴(2017 年度現在) 
2017 年現在の各市が指定管理者制度を導入しているレクリエーション・スポーツ施設は、
表２のとおりである。特定非営利活動法人が指定管理を行っている施設が多いことがうか
がえる。 
2017 年現在、鈴鹿市のレクリエーション・スポーツ施設の指定管理者は、特定非営利活
動法人の鈴鹿体育協会（非公募）と、河川敷という防災の視点に立って管理している中部
安全保障サービス株式会社（公募）の 2 団体が行っている。指定管理期間は 5 年で、現在
指定された期間は 2018 年 3 月 31 日までとなっている。 
桑名市の指定管理者は、三幸株式会社（公募）と非営利活動法人スポーツクラブ TADO（公
募）であり、民間の事業者が、スポーツ施設の管理運営を行っていることが確認できた。 
四日市市の指定管理者は、四日市体育協会グループと JN 体育協会グループが担ってい
る。体育協会が母体となり運営する組織で、民間の事業者とは言い難い。 
津市のレクリエーション・スポーツ施設の指定管理者は、津市スポーツメッセネットワ
ークと、津市体育施設運営管理共同事業体、特定非営利活動法人あのうスポーツクラブ（公
募）が担っている。民間の事業者がチームを組んで参入していると考えられる。 
松阪市の規模の大きい運動施設は、松阪市の直営である。レクリエーション・スポーツ
施設で現在指定管理者制度を導入している施設は 2 件で、松阪市嬉野グランドと松阪市嬉
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野体育センターは、特定非営利活動法人うれしのスポーツクラブ AFLEC が指定されている。 
伊勢市も松阪市と同様、規模の大きい運動施設は、伊勢市の直営となっており、指定管
理者制度は導入されていない。指定管理者制度が導入されているスポーツ施設は 2 件で、
北浜スポーツグランドは村松町会が、小俣児童体育館は明野第 4 自治会が指定管理者とな
っている。 
三重県営のスポーツ施設の指定管理者は、北勢地区、鈴鹿、松阪、伊勢と様々あるが、
その多くで公益財団法人三重県体育協会が指定管理者となっている。 
 
表 2 2017 年度 レクリエーション・スポーツ施設の指定管理制度導入施設一覧 
（2017 年 9 月各市ホームページ調査による筆者作成） 
 施設名 担当課 2017 年 9 月現在の現指定管理者 
鈴
鹿
市 
市立体育館 
スポーツ課 
特定非営利活動法人                   
鈴鹿市体育協会 
市立テニスコート 
武道館 
江島総合スポーツ公園 
市街地整備課 
松池公園 
石垣池公園陸上競技場 
スポーツ課 石垣池公園野球場 
石垣池公園市民プール 
石垣池公園 
市街地整備課 
鈴が谷運動広場 
西部体育館 
スポーツ課 西部野球場 
西部テニスコート 
鼓ヶ浦サン・スポーツランド運動施設 スポーツ課 
鼓ヶ浦サン・スポーツランド公園施設 市街地整備課 
桜の森公園（野球場） スポーツ課 
桜の森公園（公園施設） 市街地整備課 
鈴鹿川河川緑地野球場 
スポーツ課 中部安全サービス保障株式会社 
鈴鹿川河川緑地運動広場 
鈴鹿川河川緑地ソフトボール場 
鈴鹿川河川緑地テニスコート 
鈴鹿川河川緑地クリケットコート 
鈴鹿川河川緑地多機能芝生広場 
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桑
名
市 
桑名市体育館 
生涯学習・     
スポーツ課 
三幸株式会社 
桑名市九華公園野球場 
桑名市大山田第四公園ソフトボール場 
桑名市北部野球場 
桑名市深谷野球場 
桑名市立花公園テニスコート 
桑名市大山田第二公園テニスコート 
桑名市こばさか公園テニスコート 
桑名市総合運動公園 
桑名市民プール 
桑名市大山田第二公園運動広場 
桑名市星川公園運動広場 
桑名市九華公園相撲場 
桑名市多度体育センター 
多度地域振興課 
特定非営利活動法人            
スポーツクラブ TADO 
桑名市多度アイリスパーク球場 
桑名市多度テニスコート 
桑名市多度アイリスパークグランド 
四
日
市
市 
運動施設 
スポーツ課 
四日市市体育協会グループ 
四日市ドーム JN 体協グループ 
桜運動施設 四日市市体育協会グループ 
津
市 
津市産業・スポーツセンター 
スポーツ文化振興
部・スポーツ振興課 
津市スポーツ・メッセネットワーク 
津市体育館 
津市体育施設運営管理共同事業体 
津市民プール 
津市古道公園内テニスコート 
津市古河公園内テニスコート 
津市入江公園内テニスコート 
津市海浜公園内テニスコート 
津球場公園内野球場 
津市北部運動広場 
津市西部運動広場 
津市乙部公園内運動広場 
津市南部緑地公園内運動広場 
津市海浜公園内陸上競技場 
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津市安濃中央総合公園内体育館 
安濃総合支所    
地域振興課 
特定非営利活動法人          
あのうスポーツクラブ 
津市安濃テニスコート 
津市安濃中央総合公園内テニスコート 
津市安濃中央公園内野球場 
津市安濃中央公園内多目的グラウンド 
津市安濃グラウンド 
津市安濃中央総合公園内フットサルコート 
津市安濃中央総合公園内ゲートボール場 
松
阪
市 
松阪市嬉野グラウンド 教育委員会事務局嬉
野教育事務所 
特定非営利活動法人       
うれしのスポーツクラブ AFLEC 松阪市嬉野体育センター 
松阪市ハートフルみくもテニスコート 
教育委員会事務局三
雲教育事務所 
社会福祉法人               
松阪市社会福祉協議会 
松阪市ハートフルみくもパターゴルフ場 
松阪市ハートフルみくも多目的広場 
伊
勢
市 
北浜スポーツグラウンド 
教育委員会     
スポーツ課 
村松町会 
小俣児童体育館 明野第四自治区 
 
４.考察 
公の施設の指定管理者制度は、①住民の多様なニーズに応えサービスを向上させること、
②地方行政のコスト削減をはかること、③地方組織の効率化を実現すること、④新たな雇
用の創出等の地域経済の活性化を推進することを目指していると述べたが、三重県の各市
においては、民間の事業者に道が開かれているとは言い難い。 
本来、レクリエーション・スポーツ施設は、早くから民間事業が参入している分野であ
るため、制度の趣旨に沿った事業展開が考えられるが、実際に指定されている民間の事業
主は少ない。特に、四日市市、鈴鹿市の運動施設の多くが、特定非営利活動法人である体
育協会及びそのグループが指定管理者となっている。体育協会は、市民のスポーツ活動の
推進が大きな役割であり、スポーツ指導という立場も、施設の管理も長い間行ってきた。
しかし、営利を目的としてこなかったことは言うまでもの無く、現在の指定管理について
は少なからず違和感がある。民間の事業者と協力しながら管理部門と指導部門を強化しあ
うことこそ市民の利益につながるのではないかと思われる。また、多様なニーズに応えた
サービスの拡大、雇用の創出という点においても今後は調査が必要であろう。 
民間の事業主が参入できないとするならば、その原因がどのようなところにあるのかも
検証が必要だろう。 
また、松阪市、伊勢市に至っては、大規模レクリエーション・スポーツ施設に指定管理
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者制度が導入されていないことが明らかになった。その理由について詳細が公表されてい
ないが、今後の動向に注目していきたい。 
 
５.まとめ 
 各市における「公の施設の指定管理者制度」に対する考え方は、同一ではないことが分
かった。また、指定管理者となっている団体は、特定非営利活動法人が多く、民間の事業
者が単体で管理者に指定されているものは、非常に少ないことが分かった。 
 非営利活動法人では利益を追求しないため、雇用の創出や顧客獲得のための戦略的経営
が困難ではないかと思われるため、今後、民間の事業者が参入しやすい取り組みを行う必
要があるのではないだろうか。 
指定管理者の管理運営については、各市とも市役所の担当部署がモニタリングを行い、
独自のレポートを作成し市民に公開している。しかし、そのモニタリングの方法について
も市民が関心を持ち、管理者サイドの評価になっていないか注意していく必要があるだろ
う。 
「民間でできることは民間で行う」という考え方や、「住民サービスの向上及び経費の削
減」については、改善の余地が残っているのではないだろうか。 
 新たな雇用の創出も含め、利用者である市民がこの制度をより理解し、積極的にかかわ
りを持ちながら運営に携わっていくことが、指定管理者制度のさらなる改善に貢献するこ
とになるのではないかと考える。 
 今後は、各市町村が指定管理制度の情報交換を積極的に実施し、民間の事業者が参入し
やすく、本来の目的に沿った制度になるよう、その内情について調査を継続する必要性を
強く感じる。 
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